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中小企業退職金共済制度について



一般の中小企業退職金共済の概要

一般の中小企業退職金共済は、中小企業においては個々の企業が独力で退職金制度を確立することが困難であるこ

とから、中小企業事業主が掛金を拠出し、独立行政法人勤労者退職金共済機構が管理・運用する共済の仕組みにより、

中小企業の従業員（常用労働者）に対して同機構から直接退職金を支給するもの。

国

（独）勤労者退職金共済機構

【一般の中小企業退職金共済の仕組み】

掛金を拠出
月額5,000円～30,000円で選択

（短時間労働者は2,000円から選択可）

掛金負担軽減措置
※ 新規加入時や掛金増額時に、
掛金の一部を軽減

退職後
退職金を請求

退職金支給
従業員の退職金請求を受けて、退職金を支給

予定運用利回り：1.0％＋付加退職金

雇用関係
（常時雇用）

中小企業事業主

従業員

加入事業所数
（令和７年度末現在）

加入従業員数
（令和７年度末現在）

退職金支給総額
（令和７年度）

累積剰余金
（令和７年度末現在）

約37.6万所 約357万人 約4,191億円 約5,492億円

管理・運用

※令和７年度の数値は速報値である。 3



特定業種退職金共済制度の概要

特定業種退職金共済制度は、厚生労働大臣が指定する特定業種（建設業・清酒製造業・林業）の中小企業事業主が

雇用日数に応じて証紙を退職金共済手帳に貼付するなど（※）して支払い、独立行政法人勤労者退職金共済機構が管

理・運用する共済の仕組みにより、従業員（期間雇用労働者）が業界で働くことをやめた際に、同機構から直接退職

金を支給するもの。※令和２年10月から建退共では、電子申請による掛金納付が可能となっている。

国

（独）勤労者退職金共済機構

【特定業種退職金共済制度の仕組み】

掛金を拠出
（金融機関を通じて証紙を購入）

掛金日額（建設業：320円、清酒製造業：300円、林業：470円）

掛金負担軽減措置
※ 新規加入時に掛金の一部を軽減

業界から引退後
退職金を請求

退職金支給
従業員の退職金請求を受けて、退職金を支給

雇用日数に応じ
共済手帳に証紙を貼付

予定運用利回り
建設業 ：1.3％（※） 清酒製造業：2.3％
林業 ：0.1％

※令和８年10月を目途に1.5％に引上げ

雇用関係
（期間雇用）

特定業種の中小企業事業主

従業員

建設業 清酒製造業 林業

加入事業所数（令和７年度末現在） 約17.4万所 約0.2万所 約0.3万所
加入従業員数（令和７年度末現在） 約208万人 約0.4万人 約２万人
退職金支給総額（令和７年度） 約593億円 約0.9億円 約14億円
累積剰余金（令和７年度末現在） 約770億円 約23億円 約0.23億円

管理・運用

※令和７年度の数値は速報値である。
4



5

中小企業退職金共済制度の現況（１）



中小企業退職金共済制度の現況（２）

6



予定運用利回りの推移

77

中小企業退職金共済

昭和34年５月 6.0％

昭和36年４月 6.25％

昭和61年12月 6.6％

平成３年４月 5.5％

平成８年４月 4.5％

平成11年４月 3.0％

平成14年11月 1.0％

建設業 清酒製造業 林業

昭和39年10月 6.0％ － －

昭和42年10月 ↓ 6.0％ －

昭和50年12月 6.25％ 6.25％ －

昭和57年１月 ↓ ↓ 6.25％

昭和61年12月 6.6％ 6.6％ ↓

平成９年７月 ↓ 4.5％ 3.7％

平成10年１月 4.5％ ↓ ↓

平成12年７月 ↓ 2.3％ 2.1％

平成15年10月 2.7％ ↓ 0.7％

平成27年10月 ↓ ↓ 0.5％

平成28年４月 3.0％ ↓ ↓

令和３年10月 1.3％ ↓ 0.1％

令和８年10月
（予定）

1.5％ ↓ ↓

中小企業退職金共済 特定業種退職金共済



掛金の限度額の推移

88

中小企業退職金共済※月額 特定業種退職金共済※日額

下限 上限 下限 上限

昭和34年 200円 1,000円

昭和39年 ↓ 2,000円 10円 100円

昭和45年 400円 4,000円 ↓ ↓

昭和50年 800円 10,000円 60円 300円

昭和55年 1,200円 16,000円 120円 450円

昭和61年 3,000円 20,000円 ↓ ↓

平成２年 4,000円
※短時間労働者は2,000円

26,000円 ↓ ↓

平成７年 5,000円
※短時間労働者は2,000円

30,000円 ↓ ↓

平成14年 ↓ ↓ 300円 800円

制度創設以来の掛金限度額の推移



一 般 の 中 退 共 に お け る 掛 金 月 額 の 平 均 と 特 定 業 種 に お け る 業 種 ご と の 掛 金 日 額 の 推 移
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建 設 業 清酒製造業 林 業

昭和39年10月 20円 － －

42年10月 ↓ 50円 －

45年５月 60円 ↓ －

46年10月 ↓ 70円 －

49年11月 ↓ 100円 －

50年10月 120円 ↓ －

52年10月 ↓ 150円 －

55年12月 180円 200円 －

57年１月 ↓ ↓ 150円

62年７月 200円 240円 180円

平成３年７月 260円 300円 230円

７年７月 ↓ ↓ 300円

10年１月 300円 ↓ ↓

13年９月 ↓ ↓ 450円

15年10月 310円 ↓ 460円

27年10月 ↓ ↓ 470円

令和３年10月 320円 ↓ ↓

（年度末時点）

年度 平均掛金月額

昭和45年 1,208円

50年 2,397円

55年 3,980円

60年 4,905円

平成元年 6,266円

５年 7,892円

10年 9,021円

15年 9,297円

20年 9,296円

25年 9,232円

令和元年 9,505円

６年 9,772円

特定業種別の掛金日額の推移一般の中退共の掛金平均月額の推移



関連する政府決定等



第三次・担い手３法（令和６年改正）
についての国土交通省説明資料

11



第三次・担い手３法と建退共の関係

12

技能労働者の処遇改善に関連する必要な経費として、法定福利費や安全衛生経費等に加え、建退共の掛金も例示されている。

出典：第三次・担い手３法（令和６年改正）についての国土交通省説明資料



「森林・林業基本計画」（抄）
（ 令 和 ８ 年 ６ 月 5 日 閣 議 決 定 ）

第３ 森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

２林業の持続的かつ健全な発展に関する施策

（４）林業従事者の労働環境の改善

13

ア 処遇等の改善

林業従事者については、その所得水準が他産業に比べて低位にあり、自然条件下で行う重筋作業も多く、労働負荷が高く厳し

いものとなっている。

このため、林業従事者の所得水準の向上に向け、林業経営体の生産性及び収益性の向上を促進するとともに、合理的な価格形

成も図られるサプライチェーンの構築に向けた取組を進める。また、キャリアに応じた昇給等の実現が重要であり、段階的かつ

体系的な人材育成と併せて、技能検定制度等により林業従事者の技能の見える化を図るとともに、能力評価や昇給基準の導入等

を促進する。これらにより、全産業並みの所得水準の確保を目指す。加えて、通年雇用化、月給制の導入、社会保険の加入等の

処遇改善を促進する。

また、林業従事者の労働負荷の軽減及び働きやすい職場環境の整備を図るため、伐採や造林の省力化・低コスト化や労働安全

の確保、労働負荷の軽減に資するスマート林業技術の開発や実装、休憩施設や衛生施設の整備等を推進する。



中小企業退職金共済制度に関する状況



中小企業退職金共済の掛金の状況

15

・中小企業退職金共済の掛金月額上限については、平成７（1995）年に引上げを行った後、30年以上掛金月額の上限を変更していない。

月額上限

昭和34（1959）年 1,000円

昭和39（1964）年 2,000円

昭和45（1970）年 4,000円

昭和50（1975）年 10,000円

昭和55（1980）年 16,000円

昭和61（1986）年 20,000円

平成２（1990）年 26,000円

平成７（1995）年 30,000円

掛金月額の限度額の推移



賃金の動向と中小企業退職金共済の掛金の状況

16

・労働者の賃金の動向について、中小企業退職金共済の掛金月額上限の引上げを行った平成７（1995）年以降、労働者の賃金は上昇

している。

（賃金月額 29.13万円（平成7年）→34.06万円（令和7年） 約２割上昇）

（万円）

29.13 34.06
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掛金月額上限 月額賃金

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（一般労働者における所定内給与）より作成

一般労働者の月額賃金の推移と中退共の掛金上限

（円）

平成7(1995) 年の掛金上限引上げ

月
額
賃
金

掛
金
月
額



中小企業における人手不足の状況

17

・近年の雇用環境をみると、中小企業では人手不足の状況にある。

（中小企業従業員数過不足ＤＩ 2026年1-3期 全産業：▲23.2）

▲23.2

-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

出典：中小企業庁「中小企業景況調査」より厚生労働省作成

（注）従業員数過不足DIとは、従業員の今期の水準について、「過剰」と答えた企業の割合（%）から、「不足」と答えた企業の割合（%）を引いて算出したもの

中小企業の従業員数過不足DIの推移



民間企業における退職一時金制度の導入内容①

18

・退職一時金制度を導入している企業のうち、「中小企業退職金共済」は「社内準備」に次いで２番目に多く導入されている。

出典：内閣官房 内閣人事局
民間企業における退職給付制度の実態に関する調査・研究（民間調査機関への委託調査）
「令和 6 年度 民間企業における退職給付制度の状況等に関する調査研究 報告書」

退職一時金の導入内容（複数選択）



民間企業における退職一時金制度の導入内容②

19

・従業員規模が小さい企業ほど、退職一時金として「中小企業退職金共済」を利用している割合が高い。

出典：内閣官房 内閣人事局
民間企業における退職給付制度の実態に関する調査・研究（民間調査機関への委託調査）
「令和 6 年度 民間企業における退職給付制度の状況等に関する調査研究 報告書」

従業員規模別退職一時金制度の導入内容



中小企業退職金共済制度における事業主の加入資格について

20

・中小企業退職金共済法が対象としている中小企業者は、業種ごとに従業員数や資本金・出資金の額の上限が異なっ

ている。

業種
常時雇用する
従業員の数

資本金・出資金

一般業種
・製造業
・建設業 等

300人以下 または 3億円以下

卸売業 100人以下 または 1億円以下

サービス業 100人以下 または 5千万円以下

小売業 50人以下 または 5千万円以下

（定義）

第二条 この法律で「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する事

業主（国、地方公共団体その他厚生労働省令で定めるこれらに準ずる者を

除く。）をいう。

一 常時雇用する従業員の数が三百人以下の事業主及び資本金の額又は出資

の総額が三億円以下の法人である事業主（次号から第四号までに掲げる業

種に属する事業を主たる事業として営む事業主を除く。）

二 卸売業に属する事業を主たる事業として営む事業主であつて、常時雇用

する従業員の数が百人以下のもの及び資本金の額又は出資の総額が一億円

以下の法人であるもの

三 サービス業に属する事業を主たる事業として営む事業主であつて、常時

雇用する従業員の数が百人以下のもの及び資本金の額又は出資の総額が五

千万円以下の法人であるもの

四 小売業に属する事業を主たる事業として営む事業主であつて、常時雇用

する従業員の数が五十人以下のもの及び資本金の額又は出資の総額が五千

万円以下の法人であるもの

（契約の締結）

第三条 中小企業者でなければ、退職金共済契約を締結することができない。

≪参考≫ 中小企業退職金共済法 -抄-

共済に加入できる中小企業者の定義



退職給付制度がある企業の割合と中小企業退職金共済制度

21

・従業員数が100人～300人規模の中小企業においては、業種によって中小企業退職金共済への加入資格の有無が異なる。

・当該従業員規模では、中小企業退職金共済に加入できないとされている宿泊業やサービス業など一部の業種において、他の産
業に比べて退職給付制度がある企業の割合が低い。

出典：厚生労働省「就労条件総合調査」（令和５年）を特別集計

従業員数
30～
99人

100～
299人

300～
999人

調査産業計 70.1 84.7 88.8

一般業種（製造業、建設業等）

鉱業,採石業,砂利採取業 97.1 100 100

建設業 80.4 95.8 97.8

製造業 82.5 90.7 96.8

※電気・ガス・熱供給・水道業 95.2 96.4 100

※情報通信業 70.6 80.0 89.7

※運輸業，郵便業 66.1 78.6 78.7

金融業，保険業 89.3 93.5 100

※不動産業，物品賃貸業 69.9 85.7 85

※生活関連サービス業，娯楽業 64.8 78.2 78.3

※は複数の業種にまたがっている産業大分類

従業員数
30～99

人
100～
299人

300～
999人

卸売業

卸売業 86.4 95.2 98

小売業

※電気・ガス・熱供給・水道業 95.2 96.4 100

小売業 60.6 82.6 91.4

※宿泊業，飲食サービス業 31.5 67.3 68.1

サービス業

※情報通信業 70.6 80.0 89.7

※運輸業，郵便業 66.1 78.6 78.7

※不動産業，物品賃貸業 69.9 85.7 85

学術研究，専門・技術サービス業 86.7 85.4 97.5

※宿泊業，飲食サービス業 31.5 67.3 68.1

※生活関連サービス業，娯楽業 64.8 78.2 78.3

教育，学習支援業 88.1 86.8 84.6

医療，福祉 68.3 88.9 91.1

複合サービス事業 92.3 100 100

サービス業（他に分類されないもの） 45.9 68.2 73.6

退職給付（一時金・年金）制度がある企業の割合［産業大分類別］
（単位：%）

注：赤字は全産業平均である「調査産業計」を下回る業種を示している。



22

・建設業就業者数は減少傾向にあり、建設業においては、技能労働者等の担い手確保が重要な課題となっている。
＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

建設業就業者：685万人（平成9） → 504万人（平成22） → 478万人（令和7）

うち 技能者 ：455万人（平成9） → 331万人（平成22） → 296万人（令和7）

・令和６年には第三次・担い手３法※が施行され、建設業における技能労働者については能力に応じた適切な処遇の確保を行うことが

求められている。
※ 公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

建設業従事者数と全産業に占める割合の推移
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（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業における近年の動向

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２



特定業種退職金共済の掛金の状況

23

・特定業種退職金共済の掛金日額上限について、平成14（2002）年に引上げを行った後、20年以上日額掛金の上限を変更していない。

・掛金は日額単位で業種ごとに一律の掛金設定となっており（建設業は現在320円）、労働者の技能等に応じた掛金を設定すること

はできない。

日額上限

昭和39（1964）年 100円

昭和50（1975）年 300円

昭和55（1980）年 450円

平成14（2002）年 800円

掛金日額の上限の推移
（掛金）

第四十四条 掛金は、日を単位として定めるものとし、その額は、被共済者一人につき、

三百円以上八百円以下の範囲において、特定業種退職金共済規程で定める。

２ 掛金の日額には、十円未満の端数があつてはならない。

３ 掛金の日額は、特定業種ごとに、単一の金額でなければならない。

４ 共済契約者は、被共済者に賃金を支払う都度、退職金共済手帳に退職金共済証紙を貼

り付け、これに消印することによつて掛金を納付しなければならない。

５ 特定業種のうち厚生労働大臣が指定するものに係る特定業種退職金共済契約について

の掛金の納付については、共済契約者が電子情報処理組織（機構の使用に係る電子計算

機（入出力装置を含む。以下この項において同じ。）と共済契約者の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用して、厚生労働省

令で定めるところにより、被共済者の就労の実績を機構に報告することとした場合には、

前項に規定する方法に代えて、厚生労働省令で定めるところにより、現金をもつてする

ことができる。

６ 退職金共済手帳、退職金共済証紙その他掛金の納付に関し必要な事項は、厚生労働省

令で定める。

法律上の掛金設定の位置づけ

中小企業退職金共済法 （抄）



建設業における賃金の動向と特定業種退職金共済の掛金の状況

24

・建設業労働者の賃金の動向について、特定業種退職金共済の掛金日額上限の引上げを行った平成14（2002）年以降、賃金は上昇し

ている。

（建設業における月額賃金 33.27万円（平成14年）→39.65万円（令和７年））
※ 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 産業大分類別（建設業）におけるきまって支給する現金給与額
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建設業労働者の月額賃金の推移

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成
産業大分類別（建設業）、企業規模計、全労働者、きまって支給する現金給与額

（万円）



林業従事者の動向

25

・林業においては従事者が減少傾向にあるとともに、高齢化率も高い状況にある。

（令和２（2020）年 林業従事者数 4.4万人 高齢化率 25％）※ 総務省「国勢調査」より林野庁集計
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林業従事者数と高齢化率



林退共の被共済者及び共済契約者の状況

26

・林業従事者の減少や高齢化に伴い、林退共の被共済者数は減少している。

（被共済者数 約5.6万人（昭和61年度） → 約2.0万人（令和７年度））

・林退共を契約している事業主の数は、平成12年にピークを迎えた後に、緩やかな減少傾向にある。
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林業従事者の働き方等の変化について

27

・林業従事者の働き方が変化し、近年では年間就業日数が210日以上の者の割合が約７割に上昇する等、通年雇用化が進んでいる。

林業従事者の就業日数 昭和60年  210日以上： 9%、60日未満 61%

→ 令和６年  210日以上：69%、60日未満 10%
※ 林野庁「森林組合統計」より林野庁集計

・森林・林業基本計画（令和８年６月）において、林業従事者の処遇改善等の観点から通年雇用化や月給制の導入等が推進されている。

林業従事者の年間就業日数別割合

資料：林野庁「森林組合統計」
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近年の林退共における新規加入者数・脱退者数の推移

28

・ 新規加入者数は漸減しており、新規加入者数を上回る脱退者数が生じることが常態化している。

林退共における新規加入者数・脱退者数の推移
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出典：（独）勤労者退職金共済機構 林退共「事業年報」



近年の林退共における累積剰余金（欠損金）の推移
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29出典：林退共決算資料

※2025年度については速報値

林退共における累積剰余金（欠損金）の推移（年度末）



中小企業退職金共済への事業主のニーズ

30

・加入する事業主が中小企業退職金共済に期待する効果として、「従業員の定着」、「従業員の勤労意欲の向上」を挙げる者が多い。

・一方で、加入手続きに関しては、書類の記入などの面で事務の簡素化を求める声も多く上がっている。

件数 割合

特に困ったことはない 788 56.2%

申込書を手書きしなければならない 234 16.7%

預金口座振替依頼のため金融機関へ
出向くのが面倒 208 14.8%

申込書の記入項目が多い 178 12.7%

従業員の個人情報を申込書に複数書か
なければならない 154 11.0%

申込書の提出先がわかりにくい 91 6.5%

質問や相談できる場所が近くにない 86 6.1%

その他 41 2.9%

（母数） 1403 ー

件数 割合

従業員の定着 602 42.9%

従業員の勤労意欲向上 555 39.6%

退職金支給時の事務負担軽減 485 34.6%

退職金管理コストの削減 447 31.9%

節税 388 27.7%

求人応募の増加 202 14.4%

堅実な資産運用 172 12.3%

その他 18 1.3%

（母数） 1403 ー

出典：（独）勤労者退職金共済機構 アンケート調査報告書
「新規加入企業向けアンケート結果」令和７年度 設問14・16より

中退共制度加入で期待する効果（複数回答） 加入手続きで困ったこと（複数回答）



建退共における掛金納付方法の現状

31

・建退共では、電子申請方式が令和３（2021）年より開始され、令和７（2025）年には建設キャリアアップシステム

（CCUS）で蓄積される就業履歴との自動連携を開始している。

第90回 中小企業退職金共済部会 資料４より



勤労者退職金共済機構 基本ポートフォリオ一覧

資産運用については、各共済ごとに基本ポートフォリオを定めて運用を行っている。

委託運用（時価）

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

66.8% 24.1% 3.1% 4.5% 1.5%

うち委託運用部分 - 72.4% 9.3% 13.7% 4.6%

乖離許容幅 - ±3.6％ ±2.3％ ±1.7％ ±1.3％

77.8% 16.1% 2.1% 3.0% 1.0%

うち委託運用部分 - 72.4% 9.3% 13.7% 4.6%

乖離許容幅　 - ±3.6％ ±2.3％ ±1.7％ ±1.3％

60.8% 28.4% 3.6% 5.4% 1.8%

うち委託運用部分 - 72.4% 9.3% 13.7% 4.6%

乖離許容幅　 - ±3.6％ ±2.3％ ±1.7％ ±1.3％

56.9% 31.2% 4.0% 5.9% 2.0%

うち委託運用部分 - 72.4% 9.3% 13.7% 4.6%

乖離許容幅　 - ±3.6％ ±2.3％ ±1.7％ ±1.3％

林退共
（給付経理）

資産構成割合

中退共
（給付経理）

資産構成割合

資産構成割合
清退共

（給付経理）

建退共
（給付経理）

自家運用
（簿価）

資産構成割合

※２※１

令和８年４月１日現在

※１ 自家運用（簿価）について、建退共（給付経理）及び中退共（給付経理）では、国内債券（簿価）のほか、生命保険資産（一般勘定）、
 短期資産を含み、清退共（給付経理）及び林退共（給付経理）では、国内債券（簿価）のほか、短期資産を含む。

※２ 外国債券について、為替ヘッジは行わない。        32



勤労者退職金共済機構における資産の運用方法の制限について

勤労者退職金共済機構の余裕金の運用については、中小企業退職金共済法第77条第１項により、その運用方法を限定している。

中小企業退職金共済法（抄）

第七十七条 機構は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金を運用するに当たつては、次に掲げる方法以外の方法によつてはならない。
一 国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債券をいう。）その他厚生労働大臣の指定
する有価証券の取得

二 銀行その他厚生労働大臣の指定する金融機関への預金
三 信託業務を営む金融機関又は信託会社への信託（運用方法を特定する信託（金融商品取引業者（金融商品取引法第二条第九項に
規定する金融商品取引業者をいう。）との投資一任契約（同条第八項第十二号ロに規定する契約をいう。）であつて政令で定める
ものの締結によるものを除く。）については、厚生労働大臣の指定するものに限る。）

四 厚生労働大臣の指定する不動産の取得
五 被共済者を被保険者とする生命保険（特定業種余裕金以外の退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用にあつては被保険者の
退職を、特定業種余裕金の運用にあつては被保険者が第四十三条第一項各号（同条第二項及び第三項の規定により適用する場合を
含む。）に掲げる事由に該当することをそれぞれ保険金の支払事由とするものに限る。）の保険料の払込み

六 財政融資資金への預託
２ 前項第三号の規定による信託の終了又は一部の解約により機構に帰属することとなる信託財産（金銭及び同項第一号に規定する有
価証券を除く。）は、直ちに、同項第三号に掲げる方法により運用しなければならない。

３ 退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用については、安全かつ効率的な運用を害しない範囲内で、できるだけ中小企業者の事
業資金又はその従業員の福祉を増進するための資金に融通されるように配慮されなければならない。

４ 機構の退職金共済業務については、通則法第四十七条の規定は、適用しない。
５ 機構は、厚生労働省令で定めるところにより、一般の中小企業退職金共済業務及び特定業種退職金共済業務に係る業務上の余裕金
を合同して運用することができる。

33



勤労者退職金共済機構における資産の運用方法の制限について

中小企業退職金共済法第七十七条第一項の厚生労働大臣の指定する有価証券、金融機関及び不動産（抄）

１ 有価証券
一 特別の法律により法人の発行する債券(中小企業退職金共済法第七十七条第一項第一号に掲げる政府保証債を除く。)
二 社債券
三 公社債投資信託の受益証券
四 外国の政府若しくは地方公共団体又は国際機関の発行する債券のうち、本邦通貨をもって表示されるもの
五 外国法人の発行する次に掲げる債券のうち、本邦通貨をもって表示されるもの
イ 外国の特別の法令により設立された法人の発行する債券
ロ 外国の政府、地方公共団体若しくは特別の法令により設立された法人又は国際機関が元本の償還及び利息の支払について保証
している債券(イに該当するものを除く。)

２ 金融機関
一 信金中央金庫
二 全国信用協同組合連合会
三 労働金庫連合会
四 農林中央金庫
五 株式会社商工組合中央金庫

３ 不動産
独立行政法人勤労者退職金共済機構の事務所の用に供する土地及び建物

34

中小企業退職金共済法施行令（抄）

第二十九条 法第七十七条第一項第三号の政令で定める投資一任契約は、金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第
八項第十二号ロに規定する投資一任契約のうち、機構がその投資判断の全部を一任することを内容とするものとする。



勤労者退職金共済機構における資産の運用方法の制限について

余裕金の運用に際しては、勤労者退職金共済機構に資産運用委員会を置き、当該委員会の議を経た基本方針に沿って運用しなけ

ればならない。

中小企業退職金共済法（抄）

第六十九条の二 機構に、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関する業務の適正な運営を図るため、資産運用委員会を置く。
２ 第七十八条第一項に規定する基本方針の作成又は変更は、資産運用委員会の議を経なければならない。
３ 資産運用委員会は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用状況その他の運用に関する業務の実施状況を監視する。
４ 資産運用委員会は、前二項に規定するもののほか、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関する業務に関し、理事長の諮
問に応じて重要事項について意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することができる。

第六十九条の三 資産運用委員会は、資産運用委員五人以内をもつて組織する。

第六十九条の四 資産運用委員は、経済又は金融に関して高い識見を有する者その他の学識経験を有する者のうちから、厚生労働大臣
が任命する。

２ 資産運用委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
３ 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者及び教育公務員で政令で定めるものを除く。）のほか、次の各号のいずれかに該当する
者は、資産運用委員となることができない。
一 銀行業（銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第二条第二項に規定する銀行業をいう。）、信託業（信託業法（平成十六年法
律第百五十四号）第二条第一項に規定する信託業をいう。）、金融商品取引業（金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）
第二条第八項に規定する金融商品取引業をいう。第七十五条の二第五項及び第六項において同じ。）、保険業（保険業法（平成七
年法律第百五号）第二条第一項に規定する保険業をいう。）その他の金融業（これらに類似し、又は密接に関連する事業を含
む。）を行う者であつて機構と取引上密接な利害関係を有するもの又はこれらの者が法人であるときはその役員（いかなる名称に
よるかを問わず、これと同等以上の職権又は支配力を有する者を含む。）

二 前号に掲げる事業者の団体の役員（いかなる名称によるかを問わず、これと同等以上の職権又は支配力を有する者を含む。）

第七十八条 機構は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関して、運用の目的その他厚生労働省令で定める事項を記載した
基本方針を作成し、当該基本方針に沿つて運用しなければならない。

２ 前項の規定による基本方針は、この法律（これに基づく命令を含む。）その他の法令に反するものであつてはならない。
３ 機構は、前条第一項第三号及び第五号に掲げる方法（政令で定める保険料の払込みを除く。）により運用する場合においては、当
該運用に関する契約の相手方に対して、協議に基づき第一項の規定による基本方針の趣旨に沿つて運用すべきことを、厚生労働省令
で定めるところにより、示さなければならない。 35
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